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・試験開始及び終了は、監督者の時計が基準です。監督者の指示に従ってください。 

  ・試験開始後は３０分を経過しなければ退室できません。また、試験終了１０分前から

も退室できません。 

・試験開始の合図があるまで、問題冊子を開いて中を見てはいけません。 

・解答用紙への受験番号などの記入は試験開始の合図があってから始めてください。 

    ・問題冊子は、この表紙を含め３枚あります。 

    ・解答用紙は２枚あります。受験番号、氏名を記入しなさい。 

  ・解答スペースが不足する場合は、裏に続けて書いてください。            

    ・問題冊子、下書き用紙は持ち帰ってください。 

  ・答案回収時に解答用紙を提出しない場合、本科目は採点されません。 
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令和８年度 春季入学（秋季募集） 
熊本県立大学大学院 アドミニストレーション研究科 博士前期課程 

社会人特別選抜入学試験問題 小論文 
 
 

【問題】 
 次の資料を参考に、少子化の加速により生じる経済面での課題を設定した上

で、考えられる解決の方策について自由に論じなさい。 
 
 
【資料】 
少子化が一層加速している。厚生労働省が公表した人口動態統計によると、

2024 年に生まれた子どもの数（出生数）が初めて 70 万人を割り込んだ。熊本

を含む全都道府県で減少した。1 人の女性が生涯に産む子どもの数を示す「合計

特殊出生率」も過去最低だった 23 年の 1.20 を下回って 1.15 となった。 
出生数、出生率とも 9 年連続の減少だ。このままのペースで少子化が続けば、

人口減少も加速し、社会制度や経済活動を維持することも難しくなる。 
言うまでもなく、結婚・出産は個人の意思に委ねられるべきものだ。ただ、結

婚や出産を望んでいても、さまざまな要因で阻まれている現状もある。多角的な

アプローチで対策を積み重ね、そうした要因を社会の側から一つ一つ取り除い

ていきたい。 
24 年の出生数は 68 万 6061 人で、前年より 4 万 1227 人（5.7%）減り、1899

年の統計開始以降で最少となった。出生数は第 2 次ベビーブームの 1973 年（約

209 万人）から減少傾向に転じ、2016 年に 100 万人を割った。その後 8 年間で

3 割も減った計算で、政府の想定より 15 年も早いペースで少子化が進んでいる。

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計では、68 万人台になるのは 39 年の

はずだった。 
今後の出生数に影響する 24 年の婚姻数は 48 万 5063 組で、2 年ぶりに増加し

たものの、ピークだった 1972 年の約 110 万組の半数以下だ。少子化は未婚化や

晩婚化が大きな要因とされるが、そもそも若年層の人口が大きく減っている。70
年と 2025 年の人口構成を比較すると、20 歳の人数は男女とも約 100 万人から

約 50 万人に半減。30 歳はおよそ 3 分の 2 で、40 歳も 1 割以上少ない。 
経済的な不安から、明るい将来展望を描けない若い世代が増えているのでは

ないか。政府の国民生活基礎調査（23 年）によると、子どもがいる世帯の 65.0%
が「生活が苦しい」と回答した。18～25 歳対象の政府の意識調査（24 年）で、

「結婚のハードル」として挙がったのは「お金の問題」が最多の 53.9%だった。 
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こうした経済不安を拭うためには、雇用の安定や持続的な賃上げが必要だ。か

ねて日本は欧米などに比べて長時間労働で、女性の家事や子育ての負担が大き

いと指摘されてきた。結婚や出産をためらわなくて済むよう、男女とも仕事と子

育ての両立がかなう働き方や職場づくりを政府は推し進めてほしい。都市部と

比べると、地方には性的役割意識が根強く残り、男女の賃金格差もある。都市部

への女性の流出を食い止めるためには、意識改革も欠かせない。 
政府は、若い世代が急減する 30 年代に入るまでが「少子化反転のラストチャ

ンス」とし、23 年末に「異次元の対策」を決めたが、効果が出るには時間がか

かる。選択的夫婦別姓の導入で結婚への制度的なハードルを下げるなど、考えら

れる対策は早急に講じたい。 
 
出典：「社説 出生数 70 万人割れ 多角アプローチと対策を」熊本日日新聞、

2025 年 6 月 7 日、朝刊 
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